
＜計画期間＞ 

  平成 30 年度～令和４年度までの 5 か年（令和４年度：計画５年目） 

＜基本方針・数値目標＞ 

  ① 歳入確保  ② 歳出削減  ③ 公共施設の見直し  ④ アウトソーシングの徹底 

  これらの取組を推進し、方針策定時に予測された令和４年度決算での赤字収支を回避 

するため、具体的な取組内容ごとに、各年度の効果目標額を設定した。 

＜令和４年度 実績＞  

３２５，０４５千円 （歳入確保：523,327 千円 歳出削減：△198,282 千円） 

＜実績内訳＞ 

※ 表中のマイナス表示は、基準年度に対する歳入減・歳出増を表す。 

行革効果額 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

目標値 128,000 179,500 232,000 301,500 384,000 1,225,000

実績値 226,810 76,973 447,766 172,977 325,045 1,249,571

(歳入確保) 143,246 173,203 539,076 253,995 523,327 1,632,847

(歳出削減) 83,564 -96,230 -91,310 -81,018 -198,282 -383,276

効果額 効果額

高水準の徴収率維持 2,751 16,210

課税客体の把握 0 0

債権の徴収強化 292

市有財産の利活用・売却 89,620

一般財源の負担軽減 122,134

公共施設の収益性向上 623

9,043 0

298,864 0

523,327 -198,282

ふるさと納税制度の推進 補助金の見直し

歳入確保 計 歳出削減　計

-220,060

新
た
な
財
源

ICT技術による効率化 5,568

受益者負担の徹底 一部事務組合負担金の見直し

歳入確保 に関する取組 歳出削減 に関する取組

市
税
収
入
等

事務事業の見直し

社会保障関連経費の抑制

組
織
体
制
見
直
し

人件費等
（会計年度任用職員含む）

（千円） 
（千円） 

単位（億円）

（取組前）

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

 財政調整基金（保有額） 14.0 19.8 11.0 16.7 23.3 28.2

　増減額 5.8 -8.8 5.7 6.6 4.9

 市債　（残高） 176.9 171.8 168.5 182.9 183.1 189.2

　増減額 -5.1 -3.3 14.4 0.2 6.1

<----- 方 針 期 間 ----->

全員協議会資料 令和 5 年８月２１日 

（行革実績） 総務部 行革財政課 

        第３次館山市行財政改革方針 

     令和４年度進捗状況・実績報告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

第３次館山市行財政改革方針 ５カ年実績報告 
１ 基本方針「中長期的な財政予測（Ｐ１２）や現状の課題点（Ｐ２０）を踏まえ、本計画の最終年度に  

あたる平成 34 年度決算において、単年度４億円の行財政改革効果額（歳入増加・歳出削減）を目標とする  

ことで、令和４年度以降における実質的な赤字収支を回避する」の取組結果   

 

【令和４年度】 
歳入確保に関する取組では、新たな財源確保に関する取組として、一般財源の負担軽減において、食のまちづくり拠点施設整備交付金の獲得により大きな効果を上げた。また、未利用地の積極

的な売却や、過去最高の効果額となったふるさと納税制度の推進などが歳入確保において大きな効果額を上げた。公共施設の収益についても、コロナ禍前の水準まで戻り、歳入確保に関する取組

みとしては、全体で５億を超えた。 

歳出削減に関する取組では、選挙投票時間の繰り上げなど、事務事業の見直しを行ったことにより効果を上げているが、人件費において令和２年度より導入されている会計年度任用職員制度、

及び会計年度任用職員数増加などの要因もあって支出は過去最大となり、歳出削減はマイナスとなったことから、全体では目標とした財政効果額には届かなかった。 

＜総括＞ 
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（千円） 

（千円） 
行革効果額 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

目標値 128,000 179,500 232,000 301,500 384,000 1,225,000

実績値 226,810 76,973 447,766 172,977 325,045 1,249,571

(歳入確保) 143,246 173,203 539,076 253,995 523,327 1,632,847

(歳出削減) 83,564 -96,230 -91,310 -81,018 -198,282 -383,276

（千円） （千円） 

H30 R1 R2 R3 R4

5,995 9,017 9,032 11,809 16,210

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

83,564 -96,230 -91,310 -81,018 -198,282

-220,060

5,568

一部事務組合負担金の見直し

補助金の見直し

-105,866

13,039

歳出削減　計

77,569 -105,247 -104,738

ICT技術による効率化 0 0 4,396

歳出削減 に関する取組

事務事業の見直し

社会保障関連経費の抑制

組
織
体
制
見
直
し

人件費等
（会計年度任用職員含む）

H30 R1 R2 R3 R4

高水準の徴収率維持 14,115 -19,176 -17,711 18,174 2,751

課税客体の把握 0 0 0 0 0

債権の徴収強化 2,184 -9,365 10,506 5,089 292

一般財源の負担軽減 0 0 344,489 0 122,134

市有財産の利活用・売却 38,897 89,620

民間提案による事業創出 1,020 0 0 817 0

公共施設の収益性向上 1,291 -1,828 -5,910 -4,737 623

404 3,529 0 1,904 9,043

124,232 200,043 207,702 193,851 298,864

143,246 173,203 539,076 253,995 523,327

受益者負担の徹底

ふるさと納税制度の推進

歳入確保 計

歳入確保 に関する取組

市
税
収
入
等

新
た
な
財
源

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 具体的な取組一覧（Ｐ２２～４８）における達成状況及び財政効果  

 ①  達成状況について  

同方針に掲げた具体的な取組み（全１４項目）について、効果額を算出した結果が右図のとおりです。  

 ５カ年全体としては、歳入確保についての取組は、効果を上げているものが多く、新たな取組も行われ  

ました。歳出削減の取組については、会計年度任用職員の制度改正の影響や、令和元年房総半島台風から  

コロナ感染症と続いた未曾有の事態により、社会保障関連経費の抑制において、人員を確保し、組織的に  

取組むことができなかったことが効果額を上げられなかった主な要因です。  

 

 ②  財政効果について  

  各取組に対する財政効果を取り纏めしたものは、以下のとおりです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【５カ年の総括】 

「第三次館山市行財政改革方針」は、“計画最終年度の令和 4 年度決算において、単年度４億円の行財政改革効果額（歳入増加・歳出削減）、令和４年度以降における実質的な赤字収支を回避する”

ことを目標に定め、歳入確保、歳出削減の両面から行財政改革を推進してきた。令和元年房総半島台風、新型コロナウイルス感染症と未曾有の事態に見舞われながらも、期間中の財政収支均衡は当

初の目標を大幅に上回って達成され赤字収支を回避した。また、財政調整基金の保有額は、決算ベースでは、平成 29 年度末の 14 億円に対し、令和 4 年度末では 28.2 億円と、大幅に増額される結

果となった。要因の主なものとしては、消費税の税率改正による地方消費税交付金の増や、幼児教育の無償化、会計年度任用職員制度などの制度改正に伴い、普通交付税が増額となったことが挙げ

られる。また、行財政改革への取組によるものとして、市税収入の増加、ふるさと納税などの寄附金の増加など歳入増加に努め、指定管理者制度や民間委託の導入などにより、歳出削減に努めたこ

と、これに加えて、大規模事業費についても、給食センターの整備においてＰＦＩ事業を実施したことにより初期投資額を抑制したことなどが挙げられる。 

一方、市債残高は、平成 29 年度末の 176.9 億円に対し、令和４年度末では 189.2 億円と 12.3 億円（7％）の増額となった。これは、元年台風災害からの復旧事業に加え学校給食センター整備、

新館山中学校整備事業、清掃センター長寿命化事業など、大規模事業によるものであり、今後も大規模事業が続くことから引き続き厳しい行財政運営が見込まれる。 

今後も安定した行財政運営に向けて、令和５年３月に策定した「第４次館山市行財政改革方針」（推進期間：令和５年度～令和９年度）により、引き続き行財政改革に取り組んでいく必要がある。 
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■■　第3次館山市行財政改革方針（H30～R4）　R４進捗・実績一覧
単位（千円）　

合　計 歳　入 歳　出 計画期間中の財政効果額の推移

市税等における高水準の
徴収率維持

（目標と実績の
　調定額に対する差額）

税務課

＜市税＞
　【H30】調定額(A)：5,847,916千円　目標(B)：98.0％　実績(C)：98.5％　収入済額(D)：5,757,711千円
　【R 1】調定額(A)：5,850,694千円　目標(B)：98.0％　実績(C)：98.2％　収入済額(D)：5,745,273千円
　【R 2】調定額(A)：5,872,360千円　目標(B)：98.0％　実績(C)：98.2％　収入済額(D)：5,764,467千円
　【R 3】調定額(A)：5,798,510千円　目標(B)：98.0％　実績(C)：98.7％　収入済額(D)：5,720,489千円
  【R 4】調定額(A)：6,032,432千円　目標(B)：98.0％　実績(C)：98.5％　収入済額(D)：5,941,937千円
　
＜国保税＞
　【H30】調定額(A)：1,166,151千円　目標(B)：94.0％　実績(C)：92.9％　収入済額(D)：1,083,544千円
　【R 1】調定額(A)：1,089,732千円　目標(B)：94.5％　実績(C)：91.7％　収入済額(D)：　999,028千円
　【R 2】調定額(A)：1,049,255千円　目標(B)：95.0％　実績(C)：92.4％　収入済額(D)：　969,527千円
　【R 3】調定額(A)：1,075,860千円　目標(B)：95.0％　実績(C)：93.2％　収入済額(D)：1,002,292千円
  【R 4】調定額(A)：1,105,010千円　目標(B)：95.0％　実績(C)：92.5％　収入済額(D)：1,022,357千円

2,751 2,751

（目標(A×B)と実績額(D)との差額により算出）　D-(A*B)

【H30】26,753+▲12,638＝　14,115千円
【R 1】11,593+▲30,769＝▲19,176千円
【R 2】 9,554+▲27,265＝▲17,711千円
【R 3】37,949+▲19,775＝  18,174千円
【R 4】30,154+▲27,403＝　 2,751千円

課税客体の把握
　個人市民税＝所得把握
　法人市民税＝所在把握

（税務課職員の増強）

税務課

＜個人住民税の特別徴収＞
　 納付書→給与天引き移行に伴う徴収率の向上が見込まれるが、条件に合う対象者は実施済
　【H29(方針前)】実施率：86.7％　【R4】86.1（▲0.6％）

※課税客体の把握を目的とした「税務課職員の増強」は、職員数含めた全体的な人事配置から実施できていない。

0

債権の徴収強化

（専門職員の配置・育
成）
（滞納分収納額）

管財契約課
各課

 292 292

（前年度末時点の滞納繰越額との対比により算出）

各会計の「分担金・負担金」「使用料・手数料」
　　　　「財産収入」「諸収入」「貸付金」
【H29】59,903千円（ ）内、効果額
【H30】57,542千円（　2,361千円）
【R 1】66,907千円（▲9,365千円）
【R 2】56,401千円（ 10,506千円）
【R 3】51,312千円（  5,089千円）
【R 4】51,020千円（　　292千円）

市有財産の積極的な売却 管財契約課
＜未利用施設・用地売却＞
　【R4】：給食センター跡地売却

89,620 89,620
【R 3】38,897千円（メディアセンター用地）
【R 4】89,620千円

既存事業に対し、国や
県、民間企業などからの
財源確保に努め、一般財
源の負担軽減を図る。

（地方創生推進交付金
　推計計上済み：除外）

食のまちづく
り推進課
行革財政課

各課

＜デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生拠点整備タイプ）（食まち拠点施設整備 R4～R5）＞
　整備事業の財源として交付金を活用することで、基金の取崩し額を大幅に軽減
交付対象事業経費の1/2を交付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○効果額：121,534千円

＜納税通知書等封筒広告＞
　【R4】納税（料）通知書用封筒へ広告募集（1枠）116,600通　　　　　　　　　　　　○効果額：　200千円

＜広告付きＡＥＤ＞
　【R2末】公共施設に設置済みのＡＥＤ５台について、８年間の無償設置協定を締結・設置
　　　　　効果額はR3以降に計上（8年総額320万円程度）　　　　　　　　　　　　　　○効果額：　400千円

122,134 122,134

（一般財源の負担軽減額）

【H30】　1,020千円（博物館）
【R 1】　 －
【R 2】344,489千円（給食Ｃ整備費・PFI）
【R 3】    817千円（AED・備品販売）
【R 4】122,134千円（交付金・AED・封筒広告）

行政では発意されないよ
うな、民間独自の創意工
夫・ノウハウ・アイデア
を活用した事業の創出

都市計画課
博物館

観光みなと課
スポーツ課
行革財政課

各課

============================== 指定管理者による事業創出をサポート ==============================
自主事業の収益は指定管理者へ。直接的な効果額は発生しないが、施設の魅力向上・地域経済活性化に繋げる。

＜プール施設・老人福祉センター (H31.4～) ＞
　 R1 ：アクアエクササイズなど新たな教室開設（温水プール）
   R2 ：トワイライトプール試行（50ｍプール） ※学校夏休み短縮に伴う、平日開設時間の変更
   R3 ：老人福祉センターお風呂場リニューアル・自主事業は計画より大幅増
　 R4 : 50ｍプール「第１回　安房サマースイミングフェスティバル」開催

＜館山城・城山公園 (R1.12～) ＞
   R4 ：舘山城40周年記念式典・イベント開催、館山城自主事業展示「目で楽しむ南総里見八犬伝」、
       「南総里見八犬伝浮世絵展 ―浮世絵でめぐる名場面―」、謎解きイベント「復刻！館山城を救え！」、
        ガーデンウィーク等の実施、ホームページリニューアル、Twitter、instagram等による積極的な情報発信

0

公共施設における収益性
向上の取組

観光みなと課
スポーツ課
生涯学習課
中央公民館

＜収益事業【観光みなと課】＞
　・渚の駅 VR体験再開　・　さかなクングッズ販売
　
＜公共施設 使用料【中央公民館・スポーツ課など】＞

623 623

（基準とするH29実績との対比により算出）
社会教育・社会体育施設使用料、各種物販等の合計
※指定管理移行施設（プール施設、博物館）は除く

【H29】15,860千円（基準）
【H30】17,152千円
【R 1】14,032千円
【R 2】 9,950千円
【R 3】11,123千円
【R 4】16,483千円

受
益
者
負
担
の
徹
底

様々な事務事業におい
て、他自治体の事例など
との比較・検討のうえ、
受益者負担を徴収すべき
案件は、適正な負担額の
徴収を行う。

（新規・修正 実施項目）

観光みなと課
＜沖ノ島環境保全協力金【観光みなと課】＞
　【R4】協力金：12,329千円　　事業費：3,286千円　　　　　　　　　　　　　   　　○効果額：9,043千円 9,043 9,043

（単年度収支にて算出）

【H30】　404千円（沖ノ島協力金・城山駐車場）
【R 1】3,529千円（沖ノ島協力金）
【R 2】　  －
【R 3】1,904千円（沖ノ島協力金）
【R 4】9,043千円（沖ノ島協力金）

ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の

推
進

制度趣旨を踏まえつつ、
あらゆる方法・手段を通
じて寄附金確保及び増加
を図る。

（寄附：財政推計未計上
　事業費：想定で計上
済）

行革財政課

＜ふるさと納税 寄付総額と事業費＞
　 事業費：返礼品(送料込)、会計年度任用職員報酬等、各種手数料、システム保守・業務委託料を含む

　【R4】 ○寄付額：399,031千円＋63,727千円（企業版3件）
　　　 　△事業費：151,954千円（うち、返礼品：97,220千円）
　　　　 △労務費： 11,940千円（正職員分）

298,864 298,864

（単年度収支にて算出）

【H29】 3,342件　 81,899千円（参考）
【H30】 8,559件　124,232千円（労務費含む。以下同）
【R 1】14,173件　200,043千円
【R 2】 9,835件　207,702千円（企業版含む）
【R 3】10,595件　193,851千円（企業版含む）
【R 4】 7,968件　298,864千円（企業版含む）

Ｒ４年度　財政効果額

（H30以降、財政効果が継続する取組を積み上げ）

【H30】 5,995千円
【R 1】 9,017千円
【R 2】 9,032千円（海水浴場開設時：13,990千円）
【R 3】11,809千円（海水浴場フル開設：15,063千円）
【R 4】16,210千円

実施内容担当課

＜選挙投票時間繰り上げ＞
　効果額（時間外手当の削減）：R4.7執行の参院選より、当日の投票時間を２時間繰り上げ（20:00 → 18:00）
　　参院選：2,000円（正職）×125％×2時間×140名、1,043円×125％×2時間×9名　＝　724千円

　  市長選：2,000円（正職）×125％×2時間×120名、1,043円×125％×2時間×7名　＝　619千円
  　　　※その他開票時間前倒しによる時間外割増の削減　50千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○効果額：1,393千円

============================== 内部見直し(計画期間中、効果継続する取組) ==============================

＜敬老祝い金（対象者見直し）【高齢者福祉課】＞
　支給対象者：①100歳　②市内最高齢者　　　　支給額：10,000円
　（H28～R2年度は88歳3,000円、99歳3,000円、100歳以上5,000円、R3年度より現在の対象者等に改正）
　　【H30-R02平均】事業費1,511千円 －　R04事業費350千円 ＝1,161千円　　　　　   ○効果額：1,161千円

＜広報発行の減：年23回→12回【秘書広報課】＞
　　（R1事業仕分けに向けた）市民判定人研修における模擬仕分けの結果を受け、R2から発行回数を見直した
　　 ①事業費：決算額広報印刷製本費＋行政事務委託事業（文書配達・文書仕分委託含む）
　　　　【R1】8,863 + 17,468＝26,331千円
　　　　【R2】7,366 + 15,438＝22,804千円
　　　　【R3】7,413 + 15,460＝22,873千円
　　　　【R4】8,533 + 15,803＝24,336千円　　効果① 26,331－24,336＝1,995千円
　
　　 ②業務量：広報作成労務コスト＝17.8千円/ページ（H30人的資源活用調査より）
　　　　【R1】374ページ × 17.8＝6,657千円

　　　　【R2】310ページ × 17.8＝5,518千円

        【R3】312ページ × 17.8＝5,554千円

　　　　【R4】328ページ ×17.8＝5,838千円　　　効果② 6,657－5,554＝ 1,103千円　　 ○効果額：4,561千円

＜公共料金 口座引き落とし（R2.7～順次切替）【会計局】＞
　市が支払う公共料金（電気・ガス・水道など）を支援サービスを用いて、納付書払いから口座引き落としへ変更
　　R4伝票起票数 1,655→182枚（▲89％）　労務削減774千円－利用料288千円＝ 486千円
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ○効果額: 　486千円

＜海水浴場：一部閉鎖【観光みなと課】＞
  　（H30閉鎖:坂田・相浜 　 R1閉鎖:船形・那古）　　（効果額：4,958千円）　　　　 ○効果額：4,958千円

項　　目分類

歳
入
確
保
に
関
す
る
事
項

市
税
収
入
等
の
確
保

歳
出
削
減
に
関
す
る
事
項

事
務
事
業
の
見
直
し

新
た
な
財
源
の
確
保

行革財政課
各課

実施中の事務事業の必要
性について、外部（市
民）目線による見直しを
行う。

（人件費含むフルコス
ト）

16,21016,210
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合　計 歳　入 歳　出 計画期間中の財政効果額の推移

Ｒ４年度　財政効果額
実施内容担当課項　　目分類

＜道路照明LED化(H29実施)：電気料減【市民協働課】＞
　　【H29】3,561千円
　　【R 4】1,461千円　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　    　○効果額：2,100千円

＜学童災害共済事業：廃止【教育総務課】＞（H30：新規申込廃止　R2：完全廃止）
　　【H28-29平均】事業費823千円 + 労務費270千円 ＝1,093千円　　　　　　　　　 　 ○効果額：1,093千円

　
＜きらきらキッズ発行事業：廃止【生涯学習課】＞
　　会議費：10千円　印刷製本費162千円　労務コスト：284千円　　　　　　　　　 　  ○効果額：  456千円

社
会
保
障
関
連
経
費
（

扶
助

費
・
繰
出
金
）

の
抑
制
対
策

毎年増加する社会保障関
連経費の伸率を抑制する
対策を行う。

（専門職員の配置）
（削減額の所要一般財
源）

健康福祉部
行革財政課
総務課

　計画に定めた社会保障関連経費の抑制対策を検討する「専門職員の配置」は、職員数含めた全体的な人事配置から
実施出来なかった。

0

＜参考：年度別扶助費・繰出金の実績＞
　（一般財源ベース）　　　　　　　（単位：百万円）
【H28】扶助費：1,208　繰出金：1,788　合計：2,996
【H29】扶助費：1,074　繰出金：1,784　合計：2,858
【H30】扶助費：1,162　繰出金：1,807　合計：2,969
【R 1】扶助費：1,164　繰出金：1,854　合計：3,018
【R 2】扶助費：　958　繰出金：1,804　合計：2,762
【R 3】扶助費：1,018　繰出金：1,903　合計：2,921
【R 4】扶助費：  965  繰出金：1,926　合計：2,891
 ※R1まで：保育所非常勤職員賃金等を扶助費に含む
 ※R2以降：会計年度任用職員報酬は人件費へ

＜人件費＞
　　H28 - R4 ＝3,376,588 - 3,596,648千円 ＝▲220,060千円　　　　　　　　　　　〇効果額：▲220,060千円
　　（参考）前年度対比では、114,196千円の増。主な要因は以下のとおり。
　　　　　　増：正規職員の増、給与改定に伴う増、会計年度任用職員数の増、共済費の増など
　　　　　　減：扶養手当、児童手当など
　
　（調査・分析）
　　「人的資源活用調査事業（H30）」による事務量等の調査・分析を実施
　　「第6期 定員適正化計画」を策定（H31）　　　計画職員数　H31:416人　R2～R5：420人

【参考】第３次計画期間中のアウトソーシング
　　　　案件ごとに個別効果額を掲載。
　　　　個別効果額は、人件費や労務コストを考慮にいれて算出している＝上記「人件費」に反映される
　　　　第３次方針における効果額は上記「人件費」で算出する。

　
　　＜【PFI】学校給食センター（R3.1～）＞
　　　VFM（従来方式とPFI方式を比べ、総事業費をどれだけ削減できるか示す）を基に算出
　　　　231,070千円 ÷  20年＝11,553千円／年　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（効果額：11,553千円）

　　＜【指定管理】館山城・城山公園 (R1.12～) ＞
　　　指定管理料上限額：340,000千円　提案額：339,370千円／5年　　　　 　　　　　 （効果額：　 126千円）
        （340,000千円 - 339,370千円）÷5年＝126千円／年

　　＜【指定管理】プール施設・老人福祉センター (H31.4～) ＞
　　　指定管理料上限額：170,000千円　提案額：170,000千円／5年　　　　　　　　　  （効果額：　　 0千円）

　　＜【包括委託】総務事務センター  (H31.4～) ＞
　　　△ 委託費(R3)：49,500千円
　　　○ 業務実績値：43,490千円 (実施した業務を労務コスト換算)
　　　○ その他効果：21,605千円 (伝票起票や工事発注の減など)　　　　 　　　　　　（効果額：15,595千円）

　　＜レセプト点検業務 (H30～)【市民課】＞
　　　△ 委託費(診療報酬明細点検分)：1,570千円
　　　〇 非常勤職員賃金減少　　　  ：4,000千円）　 　 　　　　　　　　　　　　　 （効果額： 2,430千円）

＜LoGoフォーム＞
　インターネット環境からもアクセス可能なフォーム作成サービスを活用し、PC入力作業を削減。
　申込み（けんしん・講座・コンテスト等）、アンケート（ご当地ナンバー・市街地巡回バス等）、
  各種庁内報告など  　合計307フォーム・13,779件（3.9分／件）
　　2,078千円 - 707千円 ＝ 1,371千円　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　○効果額：1,371千円

＜LoGoチャット＞
　地方自治体向けに開発されたチャットツール（LINEのようなもの）で、県内17団体で共同調達を実施。
　メールに比べ気軽なコミュニケーションツールとして、39.8万件を超えるやり取りがなされた。
　ファイル無害化（1,103千円）や大容量ファイル転送（185千円）サービスを解約し、LoGoチャットに集約・一元
化。
    〇年間削減時間：　時間（3,122千円）
　　 4,410千円 - 1,634千円 ＝ 2,776千円　　　　　　　　　　 　　　　　 　 　　　　○効果額：2,776千円
　
＜IT資産管理システム＞
　多様な機能を活用し、職員用PC等のトラブル対応・設定変更・ソフトウェア配布などの対応時間を軽減。
　（相手の画面を見て状況把握：所要時間低減、遠隔操作：移動時間不要、一部ソフトウェア自動配布：配布・
    適用時間低減）　 〇年間削減時間：928.4時間
　　2,600千円 - 1,217千円 ＝ 1,383千円　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　○効果額：1,383千円

＜AⅠ議事録作成支援システム＞
　会議音声データを文字データに自動変換するサービスを活用し、会議録調製作業を軽減。
　年間利用時間：96.1時間　会議録調製時間：会議1時間当たり 平均2時間20分 → 平均1時間10分
  （利用時間は1.8倍の伸びとなったが、正規利用料金への切替に伴う効果の減）
　　379千円 - 312千円 ＝ ▲67千円　　　　　　 　　　　　　　　　　　　  　　　　 ○効果額： ▲67千円

＜予算書・決算書ペーパーレス化＞
　予算書・決算書について、紙ベースの配布を削減し、データの活用とした　　　　　 　〇効果額：　105千円

＜各サービス利活用＞
（単純効果額とサービス利用料の対比により算出）

＜リモート対応・ペーパーレス化＞
（環境整備前の3か年平均との対比により算出）
　対象：普通旅費・有料道路通行料・共用再生紙購入額

（【H29-R1平均】　合計：9,051千円　　　　479万枚）
【H29】旅：2,949　通：2,612　紙：2,305　(449万枚)
【H30】旅：4,398　通：3,006　紙：2,184　(415万枚)
【R 1】旅：3,693　通：2,659　紙：3,349　(572万枚)
【R 2】旅：　623　通：1,347　紙：2,685　(458万枚)
【R 3】旅：　697　通：1,567　紙：2,379　(408万枚)
【R 4】旅：2,847　通：2,005　紙：2,724 （459万枚）
 ※再生紙枚数は、A4換算枚数

＜実績＞
【R2】9,051-4,655＝ 4,396千円
【R3】9,051-4,643＝ 4,408千円
【R4】9,051-7,576＝ 1,475千円

　============================== 計画期間中、効果継続する取組 ===============================
＜リモート対応・ペーパーレス化＞
　職員用PCの更新に合わせてタブレットPC・ノートPC化を推進。併せて行政用NWの無線化を実施。
　会議や研修のリモート化（参加・主催併せて）
　【R2】　409回
　【R3】1,070回
  【R4】1,587回
　（共用端末貸出データより。自席PCからの参加も多くあるため、実総数は不明）
　　9,051千円 - 7,576千円 ＝1,475千円　 　　　　　　　　　　　　　         　　　 ( 効果額：1,475千円)

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推

進

将来の人口規模や財政状
況を見据え、中長期的な
視点による施設の更新・
統廃合・長寿命化などを
計画的に実施する。

教育総務課
企画課
各課

【R3】将来に向けた学校のあり方に対する基本指針（R4.3策定）
　　　　　未来を担う子供達にとって、より充実した教育環境が提供できるよう、将来を見据えた学校のあり方
　　　　　について早急に検討すべき時期と捉え指針を策定
【R4】学校再編
　　　　 ・R4.5～7月 指針の周知（広報・地区説明会等）
　　　　 ・R4.10月 市内10地区にて検討組織の発足
         ・R4.10～R5.3月　保護者意見の集約化

【R3】個別施設計画策定
　　　　　R4年度末：計画数ベース　：  27 / 29 計画　（93.1％）
　　　　　　　　　  施設数ベース　： 122 / 124施設  （98.3％）
 
【R4】公共施設のうち、7施設の全ての照明のLED化を行った

0

一
部
事
務
組
合
負
担
金

（

補
助
費
）

の
見
直
し

加入する一部事務組合に
対し、将来の人口規模を
見据えた各施設の統廃合
や組織体制の見直しを要
請し、負担金の軽減に努
める。

行革財政課
企画課
各課

ー

「安房地域の人口減少を見据え外部視点を踏まえた行財政改革プランの策定等について（要望）」（H30.7）

0

補
助
金
の
見
直
し

全ての補助金について、
市民（外部）視点による
事業効果の検証作業を行
い、継続・改善・廃止な
どの検討を行う。

行革財政課
各課

－

※新型コロナウイルス感染症を起因とする補助金の執行停止：効果額には計上しない

0

325,045 523,327 -198,282

Ｒ４目標値： 384,000 204,000 180,000

情報課
行革財政課

各課
5,568 5,568

組
織
体
制
（

人
件
費
）

の
見
直
し

（

I
C
T
人
技
術
に
よ
る
効
率
化
）

財政効果額合計（R4）

総務課
学校給食Ｃ
都市計画課
博物館

観光みなと課
スポーツ課
高齢者福祉課

市民課
行革財政課

将来的な人口規模を見据
え、簡素で効率的な組織
体制を目指す。

（非常勤職員賃金
　会計年度任用職員報酬
含）

-220,060 -220,060

ＩＣＴ技術を活用した業務改
革による行政運営の効率化を
図り、人件費の削減に繋げ

る。
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▼　歳入増加に関する事項

１　市税収入等の確保(p23)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 目標値 98.0％ 98.0％ 98.0％ 98.0％ 98.0％

種　　別 実績値 98.5％ 98.2％ 98.2％ 98.7％ 98.5％

効果額 26,753 11,593 9,554 37,949 30,154 116,003

目標値 94.0％ 94.5％ 95.0％ 95.0％ 95.0％

実績値 92.9％ 91.7％ 92.4％ 93.2％ 92.5％

効果額 -12,638 -30,769 -27,265 -19,775 -27,403 -117,850 

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

担当部署 5,000 5,000 10,000

種　　別 0 0 0 0 0 0

備　　考

⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 2,500 5,000 5,000 5,000 17,500

種　　別 2,184 -9,365 10,506 5,089 292 8,706

備　　考

２　新たな財源の確保(p25)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 5,000 5,000 10,000 10,000 30,000

種　　別 1,020 0 344,489 39,714 211,754 596,977

備　　考

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

①

　市税等における高水準の徴収率維持

　○ 専門知識を有する職員の育成

　○ 差押え・換価による滞納処分の継続実施

　納税課
市
　
税

　継続

備　　考 目標値 ＝ 総合計画数値
効果額 ＝ 目標（徴収率）と実績（徴収率）
　　　　　の調定額に対する差額とする

【 Ｈ２８実績 】
　　一般 98.7％　国保 93.1％

国
保
税

②

　課税客体の把握　（個人市民税＝所得把握／法人市民税＝所在把握）

　○ 未申告者に対する所得把握手法について、他自治体の先進事例等
　　 の調査・研究

　○ 先進事例に基づく各種施策の実行

　税務課 目標値

　新規 実績値

　取組みの実行に向け、税務課職員の増強を図る。

③

　債権の徴収強化

　○ 債権管理条例の制定　～　公表

　○ 新条例に基づく、債権（滞納繰越分）の徴収対策強化

　管財契約課・各課 目標値

　新規 実績値

　取組の実行に向け、専門職員の配置・育成を行う。（平成２８末：債権額約８千万円／市税・保険料除く）
　　※ 目標値は、滞納分収納額とする。

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

④

　既存事業に対し、国や県、民間企業などからの財源確保に努め、一般財源の負担軽減を図る。

　○ （行革）各種財源の一元的な情報管理
　　　　　　　　　　　　　　 ～ 全庁職員に対し分かり易い情報提供

　○ （各課）様々な情報を元に、財源確保の実行

　行革財政課・各課 目標値

　継続 実績値

　目標値は、既存事業に対する財源確保額であり、新たな支出を伴う新規事業の特定財源は除く。
　地方創生推進交付金の現行計画事業（海を活かしたまちづくり分）は、財政推計に計上済みのため除く。
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⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 2,000 2,000 4,000 4,000 12,000

種　　別 0 0 0 0 0 0

備　　考

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 5,000 5,000 10,000 10,000 10,000 40,000

種　　別 1,291 -1,828 -5,910 -4,737 623 -10,561 

備　　考

３　受益者負担の徹底(p26)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 3,000 15,000 20,000 20,000 20,000 78,000

種　　別 404 3,529 0 1,904 9,043 14,880

備　　考

４　ふるさと納税制度の推進(p27)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

担当部署 120,000 150,000 150,000 150,000 150,000 720,000

種　　別 124,232 200,043 207,702 193,851 298,864 1,024,692

備　　考

歳入確保 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

目標値 128,000 179,500 192,000 204,000 204,000 907,500

実績値 143,246 173,203 539,076 253,995 523,327 1,632,847

⑤

　行政では発意されないような、民間独自の創意工夫・ノウハウ・アイデアを活用した事業の創出

　○ 他自治体のＰＰＰ事例等の調査 ～
　　　　　　　　　　　「民間事業者提案制度」策定 ～ 実行

　（例示）公園施設の民間事業者への一部貸付　ネーミングライツ制度等

　行革財政課・各課 目標値

　新規 実績値

⑥

　公共施設における収益性向上の取組

　○ 各種施設の利用者・来訪者ニーズ等を勘案し、公共施設の収益増加
　　 を目指す

　（例示）各種グッズ販売の推進
　　　　　貸出条件緩和などによる稼働率向上施策　等

　各施設管理課 目標値

　継続 実績値

　継続 実績値

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

⑦

　様々な事務事業において、他自治体の事例などとの比較・検討のうえ、受益者負
担を徴収すべき案件は、適正な負担額の徴収を行う。

　○ 対象事業の抽出・他自治体の事例収集　～　実行

　（例示）駐車場の有料化　　予防接種・定期健診　　講座・教室類
　　　　　使用料・手数料など

　各課 目標値

　継続 実績値

　目標値は、新規及び内容修正を行った実施項目とする。　（※ 城山公園のバス料金／沖ノ島協力金徴収を含む）

　財政推計には寄附金を計上していないため、目標値・実績値が財政効果額となる。

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

⑧

　制度趣旨を踏まえつつ、あらゆる方法・手段を通じて寄附金確保及び増加を図る。

　○ 魅力ある返礼品の拡充、様々な媒体を通じたＰＲ活動、
　　 寄附しやすい環境づくり。

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　企画課 目標値
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▼　歳出削減に関する事項

１　事務事業の見直し(p28)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒ ⇒

担当部署 10,000 20,000 30,000 60,000

種　　別 5,995 9,017 9,032 11,809 16,210 52,063

備　　考

２　社会保障関連経費（扶助費・繰出金）の抑制対策(p29)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

担当部署 42,500 85,000 127,500

種　　別 0 0 0 0 0 0

備　　考

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

①

　実施中の事務事業の必要性について、外部（市民）目線による見直しを行う。

　○ 「行政の責任領域の事務事業なのか」「住民ニーズ充足に
　　不可欠なものなのか」市民目線による検討会議の実施
　　（例示：事業仕分けなど）

（検討会議の実施） （結果の反映）

　行革財政課・各課 目標値

　新規 実績値

　市民が公平かつ客観的に判断できるような手法により実行する。
　　※ 目標・実績値は、事務事業にかかる職員人件費を含めたフルコストとする。

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

②

　毎年増加する社会保障関連経費の伸率を抑制する対策を行う。

　○ 対策に関する組織体制の確立 ～ 増加傾向の分析
　　　　　　　　　　　　　　 ～ 他自治体の事例調査・研究

　○ 検討結果を踏まえた対策の実行

　健康福祉部・行革財政課・総務課 目標値

　新規 実績値

　取組の実行に向け、健康福祉部内に専門職員の配置を行うなど組織体制を確立したうえで、各種施策の検討～実施に繋げる。

　【 財政推計（社会保障関連経費） 】

　　［予測］　Ｈ28決：61.7億（扶37.7億＋繰24.0億）
　　　　　　　Ｈ34　：67.6億（扶40.9億＋繰26.7億）　＋5.9億円／年（約10％増）

　　［目標］　Ｈ28決：61.7億（扶37.7億＋繰24.0億）
　　　　　　　Ｈ34　：66.6億（扶40.7億＋繰25.9億）　＋4.9億円／年（約 8％増）【２％抑制】
　　　　　　　　　　　　　※ 目標・実績値は、削減額の所要一般財源（扶助費25％・繰出金100％）とする。
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３　組織体制（人件費）の見直し(p32)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

担当部署 20,000 20,000 40,000 80,000

種　　別 77,569 -105,247 -104,738 -105,866 -220,060 -458,342 

備　　考

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

担当部署 0

種　　別 0 0 4,396 13,039 5,568 23,003

備　　考

４　一部事務組合負担金（補助費）の見直し(p34)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

担当部署 10,000 10,000 20,000 40,000

種　　別 0 0 0 0 0 0

備　　考

５　補助金の見直し(p35)

単位（千円）　

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

担当部署 5,000 5,000 10,000

種　　別 0 0 0 0 0 0

備　　考

歳出削減 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

目標値 0 0 40,000 97,500 180,000 317,500

実績値 83,564 -96,230 -91,310 -81,018 -198,282 -383,276 

財政効果 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合　計

目標値 128,000 179,500 232,000 301,500 384,000 1,225,000

実績値 226,810 76,973 447,766 172,977 325,045 1,249,571

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

③

　将来的な人口規模を見据え、簡素で効率的な組織体制を目指す。

　○ 類似自治体などの組織体制・運営状況の比較検討及び
　　 分析を行う。

　○ 事務の簡素化・整理合理化、民間委託の推進等による
　　 組織体制の見直しの実行

　総務課・行革財政課 目標値

　新規 実績値

　目標値は、特別職・一般職の人件費及び非常勤職員賃金の合計削減額とする。

⑤

　加入する一部事務組合に対し、将来の人口規模を見据えた各施設の統廃合や組織体制の見直しを要請し、負担金の軽減に努める。

　○ 類似自治体などの組織体制・運営状況の比較検討及び
　　 分析を行う。

　○ 事務の簡素化・効率化、整理合理化、民間委託の推進等
　　 による組織体制の見直しの実行

　行革財政課・企画課・各課 目標値

　継続 実績値

　目標値は、取組の実行に伴う市負担金の減少額

実績値

　目標値は、上記№③の削減額に含める。

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

④

　ＩＣＴ技術を活用した業務改革による行政運営の効率化を図り、人件費の削減に繋げる。

　○ 市民の各種証明書類の申請や予約手続きなどの環境整備、
　　 タブレット型端末機材の導入による事務効率化やペーパー
　　 レス化など、他自治体の事例を研究し行政運営の効率化を
　　 図る。

　情報課・各課 目標値

　新規

№ 　項目名　／　実施手法
スケジュール

⑥

　全ての補助金について、市民（外部）視点による事業効果の検証作業を行い、継続・改善・廃止などの検討を行う。

　○ 他自治体の事例調査・研究

　○ 検討結果を踏まえた対策の実行

　行革財政課・各課 目標値

　継続 実績値

　目標値は、取組の実行に伴う補助金の削減額
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